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円/米ドル

国内株式市場の動向について
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＜日経平均株価は今年に入り11.0％上昇＞

今年に入り国内株式市場は堅調に推移しています。2月17日現在、日経平均株価は昨年末比11.0％上昇し

 

ています（米国ダウ平均株価は同6％上昇）。国内株式市場上昇の背景ですが、世界的に株式市場は総じて

 

堅調であるため、世界的な株価上昇要因と、日本独自の株価上昇要因に分けてみることができます。

①

 

昨年12月にECB(欧州中央銀行)が導入した、担保範囲内であれば希望する額を最長3年にわ

 

たり政策金利で銀行に貸し出す措置などにより、欧州の金融市場が幾分安定し、欧州債務問

 

題に対する投資家の不安感が後退したこと

②

 

米国の経済指標が予想以上に改善しており、米国景気の持ち直し基調が鮮明になってきたこと

③

 

1月のFOMC(米国連邦公開市場委員会)で、超低金利政策の継続期間の見通しを一段と長期

 

化させたことにより、米国の景気失速やデフレのリスクが後退したと投資家に受け止められたこと

世界的な株価上昇要因としては、以下のような点が指摘できます。

（出所）ブルームバーグ

日本独自の株価上昇要因としては、以下のような点が指摘できます。

①

 

第4次までの補正予算の執行など、復興投資・復興需要により、当面、景気が堅調に推移すると

 

見込まれること

②

 

来年度の企業業績は、震災の影響やタイの洪水の影響などがはく落することで、大幅な回復が

 

予想されること

③

 

円は米ドルと共に欧州債務問題のもとで逃避通貨として買われてきましたが、年初来より同問題

 

の小康を背景に円安となったこと

④

 

日本銀行が、2月14日に追加金融緩和策と「中長期的な物価安定の目途」を発表し、今後は従

 

来以上に、デフレ脱却へ積極的な政策対応がなされるのではないかとの期待が高まったこと

日米株価の推移

（円） （米ドル）（2011年初～2012年2月17日）

日米為替の推移

（2011年初～2012年2月17日）（円）

※日経平均株価（日経２２５）に関する著作権、知的財産権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。
同社は、日経平均株価の内容を変える権利および公表を停止する権利を有しています。
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※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。

＜今後の見通し＞

当面の株式市場は、前述した上昇要因の持続により堅調に推移すると考えられます。3月に控えているギリ

 

シャ国債の大量償還が市場の懸念材料になっていますが、現時点では無秩序なデフォルト(債務不履行)を起

 

こした場合のリスクが計り難いことから、ユーロ圏各国・関係機関ともギリシャ支援を継続する可能性が高いと

 

みられ、株式市場が悪影響を被る事態は回避されると思われます。

ただし、当面のギリシャの資金繰りに目途をつけたところで欧州債務問題の根本的な解決にはほど遠いこと、

 

持ち直し基調にある米国景気も原油価格上昇などにより不透明感があること、国内政治の不安定さが強まり政

 

策の停滞を招く恐れがあることなど、依然リスク要因も残っています。

したがって、国内株式市場をみるにあたっては、景気・業績の回復に支えられた株価推移を基本としつつも、

 

上記リスク要因などに十分留意していく必要があると思われます。

以上



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支
店担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.20750％

（但し、最低 2,625 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国

株式等の外国取引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあり
ます。また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変

動等による損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委
託保証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行

うことができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそ

れがあります。 

 債券を当社との相対取引によりお買付けいただく場合は、購入対価のみお支払
いいただきます。円貨建て債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、損

失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、金利水準の変動に加え、為替

相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。また、債券の発行者また

は元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およびそれらに関する外

部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および
信託報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変

動等による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券
等書面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の
開示が行われていないものもあります。 

 

 

 

商号等 ：大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、社団法人日本証券投資顧問業協会、社団法人金融先物取引業協会、 

  一般社団法人第二種金融商品取引業協会 
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